
(単位　円)

科　　　目
学生生徒等納付金収入 1,057,534,000 1,069,601,587 △ 12,067,587
手数料収入 8,750,000 10,859,995 △ 2,109,995
寄付金収入 11,953,000 11,573,700 379,300
補助金収入 321,594,000 374,696,541 △ 53,102,541

国庫補助金収入 164,999,000 216,196,128 △ 51,197,128
県費運営費補助金収入 135,283,000 142,222,000 △ 6,939,000
県費特別就学補助金収入 1,374,000 2,722,675 △ 1,348,675
県費その他の補助金収入 7,056,000 361,000 6,695,000
市費補助金収入 12,882,000 13,194,738 △ 312,738

資産売却収入 29,999,000 248,191,500 △ 218,192,500
付随事業・収益事業収入 24,743,000 29,399,190 △ 4,656,190
受取利息・配当金収入 2,869,000 10,683,121 △ 7,814,121
雑収入 98,105,000 268,839,801 △ 170,734,801
借入金等収入 0 0 0
前受金収入 174,002,000 170,006,000 3,996,000
その他の収入 90,866,000 1,134,858,558 △ 1,043,992,558
資金収入調整勘定 △ 236,771,000 △ 453,536,047 216,765,047
前年度繰越支払資金 1,336,673,000 1,550,739,585
収入の部合計 2,920,317,000 4,425,913,531 △ 1,505,596,531

科　　　目
人件費支出 947,848,000 1,232,516,498 △ 284,668,498
教育研究経費支出 252,839,000 317,441,495 △ 64,602,495
管理経費支出 156,242,000 241,695,725 △ 85,453,725
借入金等利息支出 2,743,000 2,743,270 △ 270
借入金等返済支出 35,540,000 35,540,000 0
施設関係支出 31,400,000 45,360,000 △ 13,960,000
設備関係支出 27,098,000 50,019,706 △ 22,921,706
資産運用支出 828,000 1,563,818,129 △ 1,562,990,129
その他の支出 51,156,000 83,120,273 △ 31,964,273

0
〔予備費〕 60,000,000 60,000,000
資金支出調整勘定 △ 30,391,000 △ 50,670,313 20,279,313
翌年度繰越支払資金 1,385,014,000 904,328,748 480,685,252
支出の部合計 2,920,317,000 4,425,913,531 △ 1,505,596,531

■　資金収支計算書の概要

　2015（平成27）年度は、運用方針の改定に伴い、運用資産の再構築を行ったため、大きく資金が動いています。
法人全体の翌年度繰越支払資金は904.3百万円と、前年度繰越支払資金1550.7百万円と比較すると、預金を有価証券
に500.0百万円振替えたこともあって、646.4百万円減少しています。
収入科目の内、資産売却収入では有価証券の繰上げ償還に伴い248.2百万円を計上し、その他の収入を1134.9百万円
計上しています。また、資金収入調整勘定のうちには次年度以降に資金が入金される期末未収入金が266.2百万円含
まれています。支出科目の内、資産運用支出として1563.8百万円計上していますが、これは特定資産相互間の資金
振替があったためです。

予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

　　支出の部
予　　　　算 決　　　　算 差　　　　異

資金収支計算書
平成27年 4月 1日 から
平成28年 3月31日 まで

　　収入の部
翌年度に入学予定の学

生・生徒・園児から受

入れる授業料や入学金

です。

土地、建物、構築物等

を取得するための支出

です。

教育研究用の機器備

品、その他の機器備

品、図書等を取得す

るための支出です。

支出として計上した

が未払となっている

ものや、前払金支払

支出として前年度ま

でに支払っている経

費を差し引くことに

より、資金の支出額

を調整するためのも

のです。

収入として計

上したが未収

となっている

ものや、前受

金収入として

前年度までに

既に受入れて

いる収入を差

し引くことに

より、資金の

収入額を調整

するためのも

のです。


